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1.  平成23年6月期の連結業績（平成22年7月1日～平成23年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年6月期 3,805 △1.4 14 △79.5 23 △69.2 9 △79.8
22年6月期 3,860 4.9 70 ― 74 ― 45 ―

（注）包括利益 23年6月期 9百万円 （△79.7％） 22年6月期 45百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年6月期 1,213.46 ― 0.9 1.8 0.4
22年6月期 6,014.61 ― 4.2 5.5 1.8

（参考） 持分法投資損益 23年6月期  ―百万円 22年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年6月期 1,278 1,059 82.9 139,103.74
22年6月期 1,369 1,100 80.4 144,390.72

（参考） 自己資本   23年6月期  1,059百万円 22年6月期  1,100百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年6月期 37 △23 △62 400
22年6月期 169 12 △62 449

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年6月期 ― 0.00 ― 6,500.00 6,500.00 49 108.1 4.5
23年6月期 ― 0.00 ― 6,500.00 6,500.00 49 535.7 4.7
24年6月期(予想) ― 0.00 ― 2,500.00 2,500.00 47.1

3.  平成24年6月期の連結業績予想（平成23年7月1日～平成24年6月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,286 1.0 113 138.6 113 128.1 66 141.8 8,688.49
通期 3,908 2.7 69 379.8 68 196.9 40 337.6 5,310.33



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年6月期 7,620 株 22年6月期 7,620 株
② 期末自己株式数 23年6月期 ― 株 22年6月期 ― 株
③ 期中平均株式数 23年6月期 7,620 株 22年6月期 7,620 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年6月期の個別業績（平成22年7月1日～平成23年6月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年6月期 3,750 △1.8 8 △88.7 21 △73.5 3 △92.6
22年6月期 3,818 4.4 76 ― 79 804.2 51 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年6月期 499.62 ―
22年6月期 6,728.38 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年6月期 1,252 1,059 84.6 139,103.67
22年6月期 1,338 1,105 82.6 145,104.49

（参考） 自己資本 23年6月期  1,059百万円 22年6月期  1,105百万円

2.  平成24年6月期の個別業績予想（平成23年7月1日～平成24年6月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続き
は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等
により、上記予想数値とは異なる場合があります。上記予想数値に関する事項は添付資料の2ページをご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,255 0.6 112 157.2 112 135.7 66 200.3 8,672.30
通期 3,839 2.4 67 680.0 67 220.0 39 939.5 5,193.43
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(1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国の経済成長を背景に、一部に景気回復の兆しが見られるものの、円

高やデフレの長期化等、依然として厳しい状況となりました。また、平成23年３月11日に発生いたしました東日本大

震災は各地に甚大な被害をもたらし、個人消費の低迷や電力不足が懸念される等、景気の先行きが不透明な状況とな

りました。このような状況の中、当社グループは主力である仕入販売事業の自社品種を中心としたいちご果実、青果

の販売に取組んでまいりました。この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は3,805,533千円（前年同期比1.4％減

少）、営業利益は14,467千円（前年同期比79.5％減少）経常利益は23,087千円（前年同期比69.2％減少）、当期純利

益は9,246千円（前年同期比79.8％減少）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

（仕入販売事業） 

  仕入販売事業の主力商品は、業務用いちご果実であります。夏秋期は自社いちご品種の仕入販売が中心となり、

冬春期は自社品種以外の品種(とちおとめなど）を市場などから仕入れて販売しております。 

 当社は耐暑性の高い自社品種を開発し、北海道、東北地方を中心に産地展開を図り、猛暑等の影響を軽減させる

べく努めてまいりました。しかしながら、当連結会計年度におきまして、昨年７月から９月にかけて、当社自社品

種の産地において、高温・多湿状態が長期的に継続した影響により、灰色カビ病（湿度が高い場合に多発する病

気）の発生等によって、自社いちご品種の出荷数量が減少することとなり、この不足分を補うためにアメリカ産輸

入いちごを販売せざる得ない状況となりました。 

 また、業務用いちご果実の最重要期でありますクリスマス期においても、猛暑等の影響を受け、全国の主力産地

で定植の遅れから、出荷数量が落ち込みました。このため、いちご市場相場価格が近年になく高騰し、仕入価格上

昇分を、一部販売価格に反映することができませんでした。 

 下半期におきましては、３月に発生した東日本大震災によって、洋菓子メーカー等では計画停電により工場の稼

動が困難となっことや、物流網の混乱、生クリームの調達難などの影響から、アイテムの絞込みや製造原価の抑制

が行われました。また、震災以降も、消費者の節約志向やデフレの影響を受け、こうした傾向は継続いたしまし

た。 

 このため、いちご果実の売上高、収益を確保することが大変厳しい状況で推移いたしました。一方青果の販売は、

大手コンビニエンスストアのデザート向け商材が好調となり、前年同期に比べ約15.0％程売上を伸ばすことができ

ました。 

 この結果、当連結会計年度の仕入販売事業の売上高は、3,667,532千円(前年同期比1.5％減少）、営業利益は、

235,148千円（前年同期比31.8％減少）となりました。  

（種苗生産販売事業） 

 種苗生産販売事業は、自社いちご品種苗を中心に生産販売を行っております。当連結会計年度におきまして、前期

より本格導入しました「ペチカプライム」「ペチカサンタ」の栽培面積の拡大に努めてまいりました。 

 しかしながら、近年の異常気象の影響により収穫量が減少する傾向となっております。このため既存生産地におい

て栽培面積の規模縮小や、栽培を取止める生産者もありました。また、建設業界を中心とした異業種から参入し、大

規模で生産を行っていた農業生産法人も同様に、事業から撤退する動きもありました。これにより自社いちご品種苗

の販売本数は前期に比べ約15万本減少することとなりました。 

 この結果、当連結会計年度における種苗生産販売事業の売上高は、83,084千円（前年同期比13.0％減少）、営業利

益は、生産コストの低減、種苗増殖の効率化に取組んだことで、24,814千円（前年同期比1.1％増加）とほぼ前年並

みとなりました。 

（運送事業） 

 運送事業は、株式会社エス・ロジスティックスが行っております。当連結会計年度の状況は、平成23年３月11日に

発生した東日本大震災に伴う燃料不足の影響で、運行の減便を余儀なくされるなどの状況もありましたが、社内体制

を整備しつつ、営業基盤を関東圏に特化し、配送業務の効率を高めるとともに、新規荷主獲得のための営業を強化し

配送業務を受託してまいりました。 

 この結果、当連結会計年度における運送事業の売上高は54,916千円（前年同期比31.5％増加）、営業利益は1,650

千円（前年同期は営業損失5,635千円）となりました。     

②次期の見通し 

 今後のわが国経済は、東日本大震災の影響により、景気の先行きに不透明な状況が続くものと思われ、また個人消

費の低迷の長期化が懸念される厳しい状況で推移するもとおもわれます。 

 このような環境の中にあって当社の次期の見通しは以下のとおりであります。 

 仕入販売事業は、いちご果実の販売において、自社品種（ペチカプライム・ペチカサンタ）果実の販売に更に注力

することはもとより、これまで、自社品種の不足分を補うために取扱ってきたアメリカ産輸入いちごについて、仕入

１．経営成績
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体制を見直し、高品質且つ価格競争力のあるアメリカ産輸入いちごの取扱販売高を増加させ、自社いちご品種との相

乗効果を引出し、収益の確保、拡充を図ってまいります。併せて、いちご果実以外の青果の販売においても、既存取

引先、新規取引先への企画提案等、営業を強化し取扱量の拡大に努めてまいります。 

これらにより、仕入販売事業の売上高は、3,753,243千円を見込んでおります。  

 種苗生産販売事業は、自社いちご品種生産者に対し、生産者のいちご果実の収量増を図る栽培指導に傾注し、所得

向上を目指すことで、既存生産地の栽培面積の拡充に努めるとともに、新規生産地の開拓を一層推進してまいりま

す。これにより、種苗生産販売事業の売上高は、86,559千円を見込んでおります。 

 運送事業は、前事業年度に引続き事業基盤を関東圏におき、新規荷主確保のための営業をさらに強化し、配送業務

の一層の効率を高めることを方針とし、売上高68,410千円を見込んでおります。 

 以上による取組みから、連結売上高3,908,213千円(前年同期比2.7％増加）、営業利益69,417千円(前年同期比

379.8％増加）、経常利益68,538千円(前年同期比196.9％増加）、当期純利益40,464千円(前年同期比337.6％増加)、

を見込んでおります。 

     

(2）財政状態に関する分析 

①資産・負債および純資産の状況 

（流動資産） 

 流動資産は、前連結会計年度末と比較して、66,500千円減少して、当連結会計年度末で767,149千円となりまし

た。これは主に現金及び預金及びたな卸資産の減少によるものであります。 

  

（固定資産） 

 固定資産は、前連結会計年度末と比較して、24,508千円減少し、当連結会計年度末で511,083千円となりました。

これは主に有形固定資産及び投資その他の資産の減少によるものであります。 

  

（流動負債） 

 流動負債は、前連結会計年度末と比較して、43,816千円減少し、当連結会計年度末で184,088千円となりました。

これは主に買掛金及び未払法人税等の減少によるものであります。 

  

（固定負債） 

 固定負債は、前連結会計年度末と比較して、6,906千円減少し、当連結会計年度末で34,173千円となりました。こ

れは主に資産除去債務の計上、退職給付引当金の増加があったものの、長期借入金の減少によるものであります。 

  

（純資産） 

 純資産は、 前連結会計年度末と比較して、40,286千円減少し、当連結会計年度末で1,059,970千円となりました。

この結果、自己資本比率は82.9％になっております。 
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②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、期首残高から48,283千円減少し、当連結

会計年度末現在において、400,936千円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動の結果得られた資金は37,950千円（前年同期比77.7％減少）となりました。これ

は主に、たな卸資産の減少19,363千円があったものの、税金等調整前当期純利益19,791千円、法人税等の支払額

41,779千円があったことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動の結果使用した資金は23,836千円（前年同期は12,007千円の取得）となりまし

た。これは主に、有形固定資産の取得による支出28,044千円があったものの、投資有価証券の売却による収入8,600

千円によるもであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は62,397千円（前年同期は62,535千円の使用）となりまし

た。これは主に、長期借入金の返済による支出12,768千円、配当金の支払49,629千円によるものであります。 

 なお、当連結会計年度におけるキャッシュ・フロー指標は下記のとおりであります。 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いにつきましては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。 

※前々連結会計年度は、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため、債務償還年数の記載を省略してお

ります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、利益配分について、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しながら、安定配当を

継続、維持しつつ、業績も考慮して積極的な配当政策を行うことを基本方針といたしております。 

 また、内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、市場ニーズに応える研究開発

や生産技術の強化及び人材育成をはかるため、有効投資してまいりたいと考えております。当期におきましては、株

主還元の重要性に鑑み、当初の予定どおり１株当たり6,500円の期末配当を実施させていただく予定であります。 

 なお、次期平成24年６月期の配当につきましては、株主還元の重要性に鑑み、高い配当性向を継続維持するととも

に内部留保等を勘案し、１株当り2,500円の配当を行う予定であります。 

  

項目 平成21年６月期 平成22年６月期 平成23年６月期 

自己資本比率（％）  82.1  80.4  82.9

時価ベースの自己資本比率（％）  90.6  92.1  85.2

債務償還年数（年）  －  0.2  0.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  305.6  99.0
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(4）事業等のリスク 

①自社品種苗およびいちご果実の製造・販売について 

ａ．天候の影響について 

当社の主要な事業は、自社品種等を中心としたいちご苗の生産及び生産農家への販売、各生産農家からの果実

の仕入及び洋菓子メーカーへの販売であります。 

 果実の生産はビニールハウス内で行なっておりますが、気温及び日照等、天候の影響を受けることとなりま

す。そのため、天候不順によって果実収穫量が大きく影響されないように、生産産地を北海道から東北地方へと

広げてきており、さらに、天候不順であっても収穫量が大きく減少しないような栽培技術・ノウハウを蓄積して

きており、生産農家に対する栽培指導の徹底に努めております。 

 しかしながら、天候不順の影響は完全に回避できるものではなく、猛暑、冷夏、日照不足、台風といった気象

条件の変化により収穫量が変動し、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

ｂ．生産農家との契約について 

当社は、自社品種苗等を生産農家に販売し、そこから収穫される当社の規格に合った果実を買取って、全国の

洋菓子メーカー等に供給しております。生産農家との間で毎年「栽培契約書」を締結しておりますが、契約書の

中には、当社の選果規格に合致した果実を当社が全量買取ることを内容とした条項があります。自社品種の果実

は、主にケーキのトッピング（飾り）として使われるため、選果規格は厳格なものとなっております。そのた

め、粒の小さいものや形の整っていないもの等は規格外となり買取りの対象から外れ、当社が必要とする規格の

もののみが入荷されております。 

 この契約により希少性の高い夏秋期の国産いちご自社品種の果実はすべて当社から販売されることとなるメリ

ットがありますが、天候等によっては収穫果実の規格あるいは時期に偏りが生じることがあります。そのような

場合には、販売先の洋菓子メーカー等にいち早く情報提供を行い、使用規格の変更を依頼するなどの対応を講じ

ておりますが、それでも販売しきれないほどの偏りが生じた場合には、当社が在庫を抱えることとなり、果実の

廃棄の発生により、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

ｃ．自社品種苗の生産について 

自社品種苗の生産は、組織培養から始めておよそ３年の期間を要するため、苗販売計画に基づいた見込み生産

を行っております。苗販売計画は適時見直しを行い、修正が生じた場合には苗の生産も販売計画に合わせて調整

しております。ただし、販売計画修正のタイミングによっては、生産調整が間に合わない場合もあり、過剰とな

った苗の廃棄が発生し、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

ｄ．育種開発について  

新たな種苗の開発は、様々な形質を持った系統を掛け合わせ、生育を繰り返していく中で、より優れた形質を

持つ種苗を選抜していく手法が用いられます。掛け合わせと選抜の繰り返しの中から品種として確立され栽培収

穫されるようになるまでには、５年から10年程度の長い期間を要します。当社は、平成19年12月に、高温時でも

品質の安定した果実を生産することのできる２品種の品種登録申請を行い、それぞれ平成22年３月には「ペチカ

サンタ」、平成22年５月には「ペチカプライム（品種登録名ペチカピュア）」が品種登録されました。現在本格

的な栽培を開始しております。 

 当社は、優良形質がホモ（※１）であり、かつ水準以下の形質の少ない親株の選抜に成功しております。現

在、これら親株から交配した新しいタイプの株を多数選抜しており、今後も優秀な品種の開発に向け鋭意開発を

進めてまいります。 

 都道府県や農業協同組合などでも四季成性いちごの品種開発を進めておりますが、今後新しいタイプの優秀な

四季成性いちご品種が開発された場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

※１ 遺伝子は必ず対となって存在しております。同じ遺伝子が対になっていることをホモ（ＡＡ）、異なる遺

伝子の場合はヘテロ（Ａａ）と称します。ホモの場合は交配した場合すべての組み合わせにＡが含まれ、

その形質が高頻度で子孫に発現します。たとえばペチカの優秀な形質がホモになっていれば、交配で得ら

れる子孫もその優秀な形質を高頻度で持っていることになります。 
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ｅ．産地拡大について 

当社は、国産業務用いちごの販売に関しては、自社開発したいちご品種を販売する夏秋期だけでなく、夏秋期

以外の時期も、とちおとめ、章姫など国産主要品種の仕入・販売を通じて、いちごの通年供給を行っておりま

す。 

 当社が開発した自社品種苗の生産や果実の安定的な収穫には産地の拡大が重要となります。国内農業は、農業

生産者の確保難、後継者不足が言われ、農業生産者の高齢化などにより農業全体の就業人口は減少傾向にあるも

のと認識しております。しかしながら、このような状況下、近年は、良いものあるいは、安全、安心という付加

価値農産物を作る動きも出てきており、こうした付加価値農産物については新規就農者や農業生産法人を設立す

る動きも増加し、さらには企業が農業ビジネスへ参入してきているものと認識しております。 

 当社は、天候リスク等を分散するため、生産産地を北海道から、青森県、山形県、岩手県等の東北地方、さら

に新潟県へと広げてきておりますが、計画通りに産地拡大が図れない場合には、当社の業績に影響を与える可能

性があります。 

  

ｆ．病虫害について 

農産物は、屋外の圃場やビニールハウス内で栽培及び生産するため、ウイルス等への感染及び害虫の発生を防

ぐことは極めて難しい問題であります。 

 当社は、自社品種での病虫害の発生を防ぐため、生産農家・生産産地との連絡を密にし、栽培技術指導者が実

際に苗・果実の生育状況を確認し、早期に異常を発見するように努めております。 

 しかしながら、完全な防除が困難であるため、不測の病虫害が大量、広域に発生した場合、見込みどおりの成

果が得られず当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

ｇ．人材の育成について 

各産地での生産過程においては、多種多様な問題が発生しますが、その時々に生産農家に対し的確にかつ臨機

応変に栽培技術指導できることが良質な果実を収穫するために重要なことであります。しかし、農業に関係する

技術やノウハウの習得には、机上の学習だけではなく、マニュアル化しにくい経験という学習が必要となりま

す。 

 当社にとっては、これら栽培技術指導者個々人の技術・ノウハウを組織全体に広げていくことが課題であり、

そのため、少しでも多くの経験を積ませるため研究農場を実践の場として社員教育に努め、マニュアル化しにく

い技術やノウハウの習得の機会を設けております。 

 技術・ノウハウを習得した栽培技術指導者も育ち始めており、現在のところ不足してはおりませんが、自社品

種の生産産地が広がり作付面積が拡大されていくと、十分な栽培指導が行き渡らなくなる可能性があり、その場

合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

②特定人物（経営者）への依存について 

当社は、取締役７名及び従業員45名（当事業年度末現在）と会社の規模が比較的小さいため、少人数の経営陣に依

存しております。特に、代表取締役社長髙橋巖は、当社の事業活動の根幹を支えております。当社では同氏への依存

度を低減する経営体制を構築するために、権限の委譲を進めておりますが、当社における同氏の業務遂行が何らかの

理由により困難となった場合、当社の事業展開や業績などに影響を与える可能性があります。 

 なお、同氏は、当事業年度末現在において、当社の発行済株式総数の40.02％を保有する筆頭株主であります。 

  

③運送事業について 

 連結子会社である株式会社エス・ロジスティックスにおいて運送事業を行っております。その事業に影響を与える

可能性がある事項といたしましては、環境規制をはじめ、その他法的規制などの変更・強化や、世界的な石油情勢の

変動に起因する燃料費の高騰があります。また、運送業務の遂行にあたっては、安全と輸送品質の向上に努め、徹底

した運行管理をいたしておりますが、万一、重大な事故が発生した場合には信用低下のみならず、補償問題や営業停

止などの行政処分を受ける可能性があり、これらの事象も運送事業の遂行に影響を与える可能性があります。 
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④法的規制について 

当社の事業及び製・商品等に対する法的規制は下表のとおりであります。 

（注）１ 当社が保有する種苗法登録品種「エスポ」、「ペチカサンタ」並びに「ペチカプライム」に有する育成者権

の存続期間は、それぞれ平成43年12月、平成47年３月並びに平成47年５月までであります。この育成者権の

存続する間は、当社以外の者がこの３品種の種苗や果実の売買等を行うことができないこととなっており、

当社は独占的に利用する権利を有しております。育成者権の存続期間が終了した後は、これら３品種の苗や

果実を自由に栽培、利用することが可能となるため、そのときの状況によっては、当社の経営戦略や業績に

影響を与える可能性があります。      

⑤経営成績の変動要因について  

ａ．特定品目への依存について 

当社の売上高構成は、いちご果実売上高の比重が高く、当事業年度の売上高に占めるいちご果実の構成比は

84.9％となっております。そのため、天候による収穫量の変化、販売価格の低下、消費者の嗜好の変化等が、当

社の経営戦略及び業績に影響を与える可能性があります。 

（注）いちご果実の（ ）は、自社品種果実で内書きであります。 

   平成20年8月末日をもって菓子小売店舗を閉鎖し、菓子小売事業から撤退しております。  

  

許可・承認の種類 有効期限 監督官庁 関連する法律 

品種登録   

農林水産省 種苗法 
「エスポ」    （登録番号第14538号） 平成43年12月 

「ペチカサンタ」（登録番号第19206号） 平成47年３月 

「ペチカピュア」（登録番号第19528号）（商品名ペチカプラム） 平成47年５月 

東京都中央卸売市場 
― 農林水産省 卸売市場法 

葛西市場青果部売買参加者（売買参加章30－56） 

売上高 

前々連結会計年度 
平成21年６月期 

前連結会計年度 
平成22年６月期 

当連結会計年度 
平成23年６月期 

  
構成比 
（％） 

  
構成比 
（％） 

前期比 
（％） 

  
構成比 
（％） 

前期比 
（％） 

仕入販売事業（千円）  3,533,930  96.0  3,723,343  96.4  105.4  3,667,532  96.4  98.5

（内訳）いちご果実 

   （うち自社品種） 

 

( )

3,096,116

803,431

 

 

84.1

(21.8)

 3,295,261

(1,091,957)

 85.4

(28.3)

 106.4

(135.9)

 3,231,131

(843,103)

 84.9

(22.1)

 98.1

(77.2)

   青果  336,160  9.1  312,303  8.1  92.9  359,616  9.4  115.1

   資材  101,653  2.8  115,778  3.0  113.9  76,785  2.0  66.3

種苗生産販売事業   100,982  2.7  95,453  2.5  94.5  83,084  2.2  87.0

菓子小売事業   21,386  0.6     －   －  －  －  －  －

運送事業   24,407  0.7  41,771  1.1  171.1  54,916  1.4  131.5

計（千円）  3,680,706  100.0  3,860,569  100.0  104.9  3,805,533  100.0  98.6
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ｂ．特定の取引先への依存度が高いことについて 

仕入販売事業の販売先のうち、株式会社スイートガーデン、株式会社シャトレーゼ及びトーワ物産株式会社の

上位３社に対する販売金額はそれぞれほぼ10％となっており、当連結会計年度において30.4％を占めておりま

す。仕入販売事業のいちご果実の販売先は当連結会計年度において400社程度となり、上記販売先３社に対する

販売金額の割合を低下させるべく、販売先の拡大を積極的にはかっております。また、株式会社スイートガーデ

ン、株式会社シャトレーゼ及びトーワ物産株式会社とは、いずれも取引基本契約書を締結しており、契約に基づ

き継続的に取引を行っております。 

 しかしながら、これら会社との取引の継続性や安定性は保証されていないため、これら会社の販売、価格政

策、商品戦略の変更など取引関係等が変化した場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。  

  

ｃ．業績の季節変動について 

  仕入販売事業の主力商品は、いちご果実であります。当社が販売するいちご果実は、ケーキの飾りとして使わ

れることが多く、デコレーションケーキの販売が急増する12月のクリスマス時期に最も大きな需要期を迎え、12月

の売上高は他の月に比べ極めて多く計上されます。 

そのため、下半期と比較し、上半期に売上高が多くなる傾向が続いております。売上総利益も上半期に偏る傾向に

ありながら、販売費及び一般管理費は固定的要素が強く上半期に偏ることが少ないため、営業利益及び経常利益段

階では、上半期で多くの利益を計上する傾向が続いております。 

 （注)比率は、通期に対する上半期期及び下半期の構成比であります。 

  

ｄ．市場相場価格について 

促成期（12月頃から５月頃まで）のいちご果実は、青果市場において相場価格が形成されます。しかし、夏秋

期（６月頃から11月頃まで）の国産いちごのほとんどは市場を経由しないため、価格は洋菓子メーカー等との交

渉により決めており、促成いちごとは違い市場相場価格に与える影響は少なくなっております。 

 当社が仕入、販売する促成期のいちごの価格は、市場相場価格（主に東京都中央卸売市場大田市場）に基づい

て決めております。例年、12月のクリスマス時期にはデコレーションケーキの飾りとしての需要の高まりから価

格は高騰し、それをピークに価格は安くなります。例えば、平成22年12月における東京都中央卸売市場大田市場

の「とちおとめ」の市場相場価格（Ｌサイズ１パック当たり価格）は、クリスマス時期に1,500円になり、平成

23年１月には300円まで低下しております。このように促成いちごの市場相場価格は変動があるため、当社のい

ちご果実売上高に影響を与える可能性があります。 

  

  

相手先 

前連結会計年度 
平成22年６月期 

当連結会計年度 
平成23年６月期 

  割合（％）   割合（％） 

株式会社シャトレーゼ（千円）  316,985  8.2  434,019  11.4

株式会社スイートガーデン（千円）  471,574  12.2  396,234  10.4

トーワ物産株式会社（千円）  342,358 8.9  326,806 8.6

  

前々連結会計年度 
平成21年６月期 

前連結会計年度 
平成22年６月期 

当連結会計年度
平成23年６月期 

上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期

売上高（千円） 

（通期比率）（％） 

2,156,605

(58.6)

 1,524,101

(41.4)

3,680,706

(100.0)

2,270,142

(58.8)

1,590,426

(41.2)

3,860,569

(100.0)

 2,264,845

(59.5)

 1,540,687

(40.5)

3,805,533

(100.0)

売上総利益（千円）

（通期比率）（％） 

510,530

(60.6)

 331,544

(39.4)

842,075

(100.0)

570,311

(63.5)

328,159

(36.5)

898,470

(100.0)

 489,849

(59.8)

 329,018

(40.2)

818,868

(100.0)

販管費（千円） 

（通期比率）（％） 

475,492

(52.9)

 424,019

(47.1)

899,511

(100.0)

463,547

(56.0)

364,308

(44.0)

827,856

(100.0)

 442,369

(55.0)

 362,030

(45.0)

804,400

(100.0)

営業利益（千円） 

（通期比率）（％） 

35,037

(△61.0)

 △92,474

(161.0)

△57,436

(100.0)

106,763

(151.2)

△36,149

(△51.2)

70,614

(100.0)

 47,479

(328.2)

 △33,012

(△228.2)

14,467

(100.0)

経常利益（千円） 

（通期比率）（％） 

42,033

(△87.3)

 △90,199

(187.3)

△48,166

(100.0)

109,069

(145.7)

△34,223

(△45.7)

74,845

(100.0)

 49,576

(214.7)

 △26,488

(△114.7)

23,087

(100.0)
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当社の企業集団は、当社及び運送事業を営む株式会社エス・ロジスティックスで構成されており、事業別の種類別セ

グメントを、以下のとおりとしております。 

仕入販売事業～いちご果実（自社品種いちご果実・その他のいちご果実）、青果、農業用生産・出荷資材の仕入販売

種苗生産販売事業～自社品種いちご苗、その他種苗の生産販売 

運送事業～配送業務   

［事業系統図] 

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

当社の社名ホーブ「ＨＯＢ」は、「Horticultural Biotechnology（施設園芸の生命科学技術）」及び

「Hokkaido Biotechnology（北海道の生命科学技術）」の２つのことから名付けられており、研究室の中だけで行わ

れていた組織培養のバイオテクノロジー技術を実際の農業の中で活かしていこう、そのバイオテクノロジー技術を活

かすことで北海道の農業を活性化させる一助としたいという想い－『バイオテクノロジー技術を北海道の大地に根付

かせよう』というのが、当社の出発点でありました。 

 四季成性いちご「ペチカ」が生まれ、さらに耐暑性に優れ高温時でも品質の安定した果実の生産をすることができ

る品種、「ペチカプライム」（品種登録名ペチカピュア）「ペチカサンタ」が品種登録され、現在本格的な栽培を開

始し、生産産地の拡大に努めてきており、北海道の農業から日本の農業へと当社の想いは広がってきております。ま

た、当社はバイオテクノロジー技術を使って苗を作り、その苗を販売するということから、さらに収穫された果実を

販売するところまで事業分野は広がり、消費者に近づいていくことでしか得られない本当のニーズを知ることもで

き、活かすこともできるようになってまいりました。 

 今、「作ること（生産者）優先の農業」から「消費者優先の農業」へと時代は確実に変わってきております。当社

は、その有する情報・技術を活用し、生産者と消費者をつなぐかけ橋として邁進してまいります。 

 今後も、当社の原点「バイオテクノロジーをラボラトリーからフィールドへ」、そして「消費者とともに日本の農

業を考え、農業活性化の一助を担う」心積もりを経営の根幹をなす経営理念として捉えていきたいと考えておりま

す。 
  

(2）目標とする経営指標 

当社は、売上高の増加等、規模の拡大のみならず、売上高総利益、営業利益、経常利益及び当期純利益等の各段階

の利益及び利益率を経営指標として重視しております。今後も経営の効率化をはかり、コスト削減及び収益改善の意

識を保ち、各段階利益の向上を目指してまいります。 
  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、農産物の複雑な販売システムを簡素化して、可能な限り産地直送システムを構築していくという目標に向

かって邁進しております。その手段として、当社独自のいちご品種等を使い、バイオテクノロジー技術を駆使し、苗

の育種から生産、さらに果実の生産・販売までというひとつのビジネスモデルを構築してまいりました。これを手掛

かりとして、当社独自の品種にこだわることなく、ユーザーが望んでいるいちごを供給するため、当社はその季節ご

との最良の品種を全国各地から求め、１年365日、安全で安心ないちごの安定供給を実現しております。このよう

に、これまでの事業展開の中において、蓄積されてきた様々な技術、情報、ノウハウをさらに強固なものとしていく

ことが当社の主要な戦略テーマであり、これらの技術等をいちご以外の果実・野菜への展開に活かしていくことが次

に続くテーマであると考えております。 

 いちご分野については、これまで関東から関西へと展開してまいりましたが、これを全国的な販売網に展開するこ

と、いちご以外の分野は、いちごによって全国に広がった得意先や輸送技術等の販売網を有効に活用することをテー

マとしております。そのため、各産地・生産農家の果実・野菜と得意先を結びつけ、新たな需要と供給源を生み出し

確保していく体制と実績を積上げていくことに主眼をおきながら、展開をはかってまいります。 
  

(4）会社の対処すべき課題 

  ①いちご果実・青果の販売拡大 

    当社は、夏秋期のいちご果実販売におきまして、自社いちご品種を中心に販売しております。これまで栽培面積

の減少や、天候不順等の影響により、その出荷量が不足となった場合等に、一般的に流通しているアメリカ産輸入

いちごを取扱ってきましたが、このことが収益等を圧縮する要因となっておりました。しかし、当社は仕入体制を

新たに構築し、高品質で価格競争力のあるアメリカ産輸入いちごを取扱うことといたしました。これにより自社い

ちご品種との相乗効果を引出すことにより、新たな販売先の確保、既存取引先への販売拡大を図っていく方針であ

ります。また、いちご果実で拡大させた販売先等への青果販売も併せて推進していく方針であります。 

  ②夏秋いちご産地の拡大  

当社の自社いちご品種産地の現状は、近年の異常気象による収穫量の減少等により、栽培面積は減少傾向にあり

ます。当社は、産地の収量性の向上を図る栽培指導に傾注し、既存生産地の栽培面積の拡大に努めるとともに、新

規産地の開拓を推進していく方針であります。   

③夏秋いちごの新品種開発 

  当社は、近年の天候不順、特に猛暑等の環境変化に適応し、高温時でも品質の安定した品種を開発し、現在産地

展開を図っております。今後も耐暑性があり、且つ生産性が高い品種の開発、洋菓子メーカー等が要望するいちご

品種の開発に向けて鋭意邁進していく方針です。 

３．経営方針
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 ④運送事業の事業基盤の確立 

物流業務を行う子会社「株式会社エス・ロジスティックス」は、営業基盤を関東圏に特化し、配送業務の効率的

な運営を実現してまいりました。今後も、新規荷主確保に向けた営業を強化し、一層の配送業務の効率化を目指し

ていく方針であります。    

⑤人材育成及び栽培技術等の伝承 

当社の事業内容は、農業に密接に係っているため、天候不順や病虫害等の影響を多少なりとも受けることがあり

ます。しかし、当社はその時々の天候、気象条件等の自然環境の変化に対応し、その影響をより軽減していく栽培

技術・ノウハウを蓄積しております。しかし、これらの技術・ノウハウ等の習得には、マニュアル化しにくい経験

という学習も必要となるため、今後も引続き、優秀な人材の採用、育成に努めていく方針であります。 

   

(５）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 449,219 400,936

売掛金 302,114 295,427

たな卸資産 ※1  76,895 ※1  61,932

繰延税金資産 11,672 7,593

未収還付法人税等 － 5,653

その他 10,606 10,892

貸倒引当金 △16,857 △15,286

流動資産合計 833,650 767,149

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 489,210 484,301

減価償却累計額 ※2  △321,965 ※2  △326,282

建物及び構築物（純額） 167,244 158,018

機械装置及び運搬具 242,660 262,485

減価償却累計額 ※2  △163,836 ※2  △184,542

機械装置及び運搬具（純額） 78,823 77,943

土地 79,291 79,291

その他 48,111 45,151

減価償却累計額 ※2  △44,581 ※2  △42,659

その他（純額） 3,530 2,491

有形固定資産合計 328,890 317,745

無形固定資産   

その他 1,715 4,513

無形固定資産合計 1,715 4,513

投資その他の資産   

投資有価証券 165,690 150,532

長期貸付金 1,780 890

繰延税金資産 11,704 12,100

その他 25,894 25,725

貸倒引当金 △84 △423

投資その他の資産合計 204,984 188,824

固定資産合計 535,591 511,083

資産合計 1,369,242 1,278,233
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 92,712 89,224

1年内返済予定の長期借入金 12,768 11,704

未払法人税等 30,958 385

その他 91,466 82,775

流動負債合計 227,904 184,088

固定負債   

長期借入金 13,824 2,120

退職給付引当金 27,256 29,274

資産除去債務 － 2,779

固定負債合計 41,080 34,173

負債合計 268,984 218,262

純資産の部   

株主資本   

資本金 421,250 421,250

資本剰余金 432,250 432,250

利益剰余金 246,943 206,659

株主資本合計 1,100,443 1,060,159

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △186 △189

その他の包括利益累計額合計 △186 △189

純資産合計 1,100,257 1,059,970

負債純資産合計 1,369,242 1,278,233
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年６月30日) 

売上高 3,860,569 3,805,533

売上原価 ※4  2,962,098 2,986,664

売上総利益 898,470 818,868

販売費及び一般管理費   

運搬費 210,633 218,944

貸倒引当金繰入額 2,144 －

役員報酬 101,332 96,930

給料及び手当 143,510 144,311

その他 370,235 344,214

販売費及び一般管理費合計 ※1  827,856 ※1  804,400

営業利益 70,614 14,467

営業外収益   

受取利息 210 178

受取配当金 18 5,118

商品毀損補償受入益 563 －

債務未請求益 － 1,532

法人税等還付加算金 978 －

助成金収入 600 －

補助金収入 912 －

差入保証金利息 704 －

その他 815 2,192

営業外収益合計 4,802 9,021

営業外費用   

支払利息 570 401

営業外費用合計 570 401

経常利益 74,845 23,087

特別利益   

固定資産売却益 － ※2  149

貸倒引当金戻入額 － 1,232

過年度消費税等 － 4,261

特別利益合計 － 5,644

特別損失   

固定資産除却損 ※3  32 ※3  474

投資有価証券売却損 － 6,553

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,912

特別損失合計 32 8,940

税金等調整前当期純利益 74,813 19,791

法人税、住民税及び事業税 30,661 3,480

過年度法人税等 － 3,379

法人税等調整額 △1,679 3,686

法人税等合計 28,981 10,545

少数株主損益調整前当期純利益 － 9,246

当期純利益 45,831 9,246
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 9,246

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △3

その他の包括利益合計 － ※2  △3

包括利益 － ※1  9,243

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 9,243

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 421,250 421,250

当期末残高 421,250 421,250

資本剰余金   

前期末残高 432,250 432,250

当期末残高 432,250 432,250

利益剰余金   

前期末残高 250,642 246,943

当期変動額   

剰余金の配当 △49,530 △49,530

当期純利益 45,831 9,246

当期変動額合計 △3,698 △40,283

当期末残高 246,943 206,659

株主資本合計   

前期末残高 1,104,142 1,100,443

当期変動額   

剰余金の配当 △49,530 △49,530

当期純利益 45,831 9,246

当期変動額合計 △3,698 △40,283

当期末残高 1,100,443 1,060,159

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 16 △186

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △202 △3

当期変動額合計 △202 △3

当期末残高 △186 △189

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 16 △186

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △202 △3

当期変動額合計 △202 △3

当期末残高 △186 △189

純資産合計   

前期末残高 1,104,158 1,100,257

当期変動額   

剰余金の配当 △49,530 △49,530

当期純利益 45,831 9,246

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △202 △3

当期変動額合計 △3,901 △40,286

当期末残高 1,100,257 1,059,970
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 74,813 19,791

減価償却費 35,141 34,750

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,330 △1,232

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,354 2,018

受取利息及び受取配当金 △228 △5,296

支払利息 570 401

有形固定資産売却損益（△は益） － △149

有形固定資産除却損 32 474

投資有価証券売却損益（△は益） － 6,553

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,912

売上債権の増減額（△は増加） 13,364 6,306

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,962 19,363

仕入債務の増減額（△は減少） △16,891 △3,487

その他の資産・負債の増減額 29,517 △6,602

小計 137,305 74,802

利息及び配当金の受取額 313 5,308

利息の支払額 △555 △383

法人税等の支払額 △2,077 △41,779

法人税等の還付額 34,882 2

営業活動によるキャッシュ・フロー 169,868 37,950

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,241 △28,044

有形固定資産の売却による収入 － 150

無形固定資産の取得による支出 △225 △3,200

投資有価証券の売却による収入 18,324 8,600

貸付けによる支出 － △130

貸付金の回収による収入 2,190 942

保険積立金の積立による支出 △147 △250

敷金及び保証金の差入による支出 △95,077 △112,869

敷金及び保証金の回収による収入 91,184 110,965

投資活動によるキャッシュ・フロー 12,007 △23,836

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 450,000 700,000

短期借入金の返済による支出 △450,000 △700,000

長期借入金の返済による支出 △12,768 △12,768

配当金の支払額 △49,767 △49,629

財務活動によるキャッシュ・フロー △62,535 △62,397

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 119,339 △48,283

現金及び現金同等物の期首残高 329,880 449,219

現金及び現金同等物の期末残高 449,219 400,936
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 該当事項はありません。 

  

  

  

（5）継続企業の前提に関する注記

（6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 全ての子会社を連結しております。 

（1）連結子会社の数 １社 

（2）連結子会社の名称 

株式会社エス・ロジスティックス

全ての子会社を連結しております。 

（1）     同左 

（2）     同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左  

  ② たな卸資産  ② たな卸資産  

  商品 

個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用し

ております。 

商品 

同左 

  製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。 

製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 

同左  
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

イ 平成19年３月31日以前に取得したも

の 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

イ 平成19年３月31日以前に取得したも

の 

同左 

  ロ 平成19年４月１日以降に取得したも

の 

法人税法に規定する定率法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物    ５～38年 

機械装置及び運搬具  ２～35年 

ロ 平成19年４月１日以降に取得したも

の 

同左  

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェア（自社利用）に

ついては、社内における見込利用可能

期間（５年）に基づいております。 

同左  

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、当社及び連結子会社は一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

同左  

  ② 退職給付引当金  ② 退職給付引当金  

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末自己都合退職金要支給

額の100％を計上しております。 

同左  

(4）連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

      ――――        

       

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。   

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。  

消費税等の会計処理 

同左  

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

――――  

  

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

――――  
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（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ171千円

円、税金等調整前当期純利益は2,083千円減少しており

ます。 

20

株式会社ホーブ（1382）　平成23年６月期決算短信



  

（8）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

（連結損益計算書） （連結損益計算書） 

１. 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「債務

未請求益」（当連結会計年度は315千円）は、営業外収

益の総額の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示することにしました。 

１. 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に

基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３

月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益

調整前当期純利益」の科目で表示しております。  

２. 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「差入保証金利息」は、営業外

収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前連結会計年度における「差入保証金利息」

の金額は994千円であります。  

２. 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「商品

毀損補償受入益」（当連結会計年度は 千円）は、営

業外収益の総額の100分の10以下となったため、営業外

収益の「その他」に含めて表示することにしました。 

201

３. 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「助成金収入」は、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「助成金収入」の金

額は600千円であります。  

３. 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「法人

税等還付加算金」（当連結会計年度は３千円）は、営

業外収益の総額の100分の10以下となったため、営業外

収益の「その他」に含めて表示することにしました。

―――――― ４. 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「差入

保証金利息」（当連結会計年度は 千円）は、営業外

収益の総額の100分の10以下となったため、営業外収益

の「その他」に含めて表示することにしました。 

525

―――――― ５. 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「債務未請求益」は、営業外収

益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

 なお、前連結会計年度における「債務未請求益」の

金額は 千円であります。 315

―――――― ６. 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「補助

金収入」（当連結会計年度は200千円）は、営業外収益

の総額の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示することにしました。 

（9）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

――――――  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 
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当連結会計年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日）  

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  
※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

（10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
（平成23年６月30日） 

※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

商品及び製品 千円29,281

仕掛品 千円42,520

原材料及び貯蔵品 千円5,093

※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

商品及び製品 千円26,051

仕掛品 千円30,950

原材料及び貯蔵品 千円4,930

※２ 有形固定資産の減損損失累計額は、減価償却累計額

に含めて表示しております。 

※２  同左 

  ３ 当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うために取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 千円1,330,000

期末借入実行残高 千円－

期末借入未実行残高 千円1,330,000

  ３ 当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うために取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 千円1,330,000

期末借入実行残高 千円－

期末借入未実行残高 千円1,330,000

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費 

千円 43,053

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費 

千円 25,947

―――――― ※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 千円149

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 千円32

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 千円375

機械装置及び運搬具 千円15

工具器具及び備品 千円84

※４ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。 

千円  1,834

―――――― 

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 千円45,628

少数株主に係る包括利益  －

計  45,628

その他有価証券評価差額金 千円△202

計  △202
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前連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

当連結会計年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末株式
数（株） 

当連結会計年度増加株
式数（株） 

当連結会計年度減少株
式数（株） 

当連結会計年度末株式
数（株） 

 発行済株式                     

 普通株式  7,620  －  －  7,620

 合計  7,620  －  －  7,620

 自己株式                     

 普通株式  －  －  －  －

 合計  －  －  －  －

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成21年９月25日 

定時株主総会 
普通株式  49,530  6,500 平成21年６月30日 平成21年９月28日 

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円） 
配当の原資

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

 平成22年９月24日 

定時株主総会 
普通株式    49,530 利益剰余金  6,500  平成22年６月30日  平成22年９月27日

  
前連結会計年度末株式
数（株） 

当連結会計年度増加株
式数（株） 

当連結会計年度減少株
式数（株） 

当連結会計年度末株式
数（株） 

 発行済株式                     

 普通株式  7,620  －  －  7,620

 合計  7,620  －  －  7,620

 自己株式                     

 普通株式  －  －  －  －

 合計  －  －  －  －

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成22年９月24日 

定時株主総会 
普通株式  49,530  6,500 平成22年６月30日 平成22年９月27日 

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円） 
配当の原資

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

 平成23年９月24日 

定時株主総会 
普通株式    49,530 利益剰余金  6,500  平成23年６月30日  平成23年９月26日
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前連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

（注）１．事業の区分方法 

事業、販売（業務）形態を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製商品及び業務  

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 千円であり、その主

なものは研究開発費及び当社の総務・経理等の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 千円であり、その主なものは、

当社での余資運用資金（現預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成22年６月30日現在） （平成23年６月30日現在）

  

現金及び預金 千円449,219

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 千円－

現金及び現金同等物 千円449,219

現金及び預金 千円400,936

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 千円－

現金及び現金同等物 千円400,936

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
仕入販売  

事業 
（千円） 

種苗生産 
販売事業 
（千円） 

運送事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                               

売上高                               

(1）外部顧客に対する売

上高 
 3,723,343  95,453  41,771  3,860,569      －  3,860,569

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
     －     －  162,061      162,061  △162,061      －

計  3,723,343  95,453  203,833  4,022,630  △162,061  3,860,569

営業費用  3,378,731  70,905  209,469  3,659,105  130,849  3,789,955

営業利益又は営業損失

（△） 
 344,612  24,548  △5,635  363,525  △292,911  70,614

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
                              

資産  400,094  229,400  42,278  671,773  697,469  1,369,242

減価償却費  9,722  10,486  7,863  28,073  7,068  35,141

資本的支出  4,803  －  －  4,803  400  5,203

事業区分 主要な製商品及び業務  

 仕入販売事業 
いちご果実（自社品種ペチカ等・その他いちご果実）、青果（ブル

ーベリー、バナナ等）、農業用生産・出荷用資材 

 種苗生産販売事業 
自社品種いちご苗（ペチカ苗等）、その他種苗（アルストロメリア

等） 

 運送事業 配送業務 

318,003

708,690
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前連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。 

当社グループのうち、親会社（提出会社）は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部において

取扱う製品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。また、連結子会社

は、独立した経営単位であります。 

従って、当社グループは、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントと、連結子会社における

セグメントから構成されており、「仕入販売事業」、「種苗生産販売事業」及び「運送事業」の３つを報告

セグメントとしております。  

「仕入販売事業」は、いちご果実（自社品種いちご果実・その他いちご果実）、いちご果実以外の青果及

び農業用生産・出荷資材の仕入販売を行っております。 

「種苗生産販売事業」は、自社品種いちご苗やその他の種苗の生産販売を行っております。 

「運送事業」は、配送業務を行っております。  

   

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されているセグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。  

報告セグメントの利益は、営業利益の数値であります。 

セグメント間の内部売上高及び振替高は主に市場価格や製造原価に基づいております。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 前連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

 前連結会計年度のセグメント情報については、従来までのセグメント情報の取扱いに基づく連結財務諸表

のセグメント情報を作成した場合と、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会

平成21年３月27日 企業会計基準第17号）に準拠して作成した場合と同様の情報が開示されているため、記

載を省略しております。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

ｄ．セグメント情報
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 当連結会計年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

（単位：千円）

注）１．セグメント利益の調整額 千円には、セグメント間取引消去 千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用 千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。 

  セグメント資産の調整額 千円には、セグメント間債権消去 千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社資産 千円が含まれております。全社資産は、親会社での余剰

運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等です。 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。  

   

当連結会計年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。  

   

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 海外売上高がないため、記載を省略しております。 

   

(2）有形固定資産 

 海外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

  

  

報告セグメント 

合計 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表
計上額 

（注）２ 仕入販売 
種苗生産販

売 
運送 

売上高             

外部顧客への売上高  3,667,532  83,084  54,916  3,805,533  －  3,805,533

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  －  161,812  161,812  △161,812  －

計  3,667,532  83,084  216,728  3,967,345  △161,812  3,805,533

セグメント利益  235,148  24,814  1,650  261,613  △247,145  14,467

セグメント資産   393,744  207,701  54,562  656,008  622,224  1,278,233

その他の項目                                

 減価償却費   10,460  9,081  8,589  28,132  6,618  34,750

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
 11,567  2,509  13,533  27,611  5,380  32,992

△247,145 4,191

△251,336

622,224 △12,793

635,018

ｅ．関連情報

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

株式会社シャトレーゼ 434,019 仕入販売事業 

株式会社スイートガーデン 396,234 仕入販売事業 
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当連結会計年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。 

   

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

27

株式会社ホーブ（1382）　平成23年６月期決算短信



 前連結会計年度（自平成21年７月１日 至平成22年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

 当連結会計年度（自平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。 

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両及び運搬
具 

 7,260  5,992  1,268

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両及び運搬
具 

 3,360  3,024  336

 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 千円932

１年超 千円336

合計 千円1,268

１年内 千円336

１年超 千円－

合計 千円336

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 千円1,452

減価償却費相当額 千円1,452

支払リース料 千円932

減価償却費相当額 千円932

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 

（関連当事者情報）
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
（平成23年６月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

(1）流動 

（2）固定 

（繰延税金資産）  

貸倒引当金 千円6,850

未払事業税 千円2,756

未払賞与 

たな卸資産  

千円

千円

1,979

195

 たな卸資産評価損 千円741

 未払社会保険料 千円257

繰延税金資産の小計 千円12,780

評価性引当額 千円△1,107

繰延税金資産の合計 千円11,672

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 千円11,019

繰越欠損金 千円30,884

減損損失 千円5,058

その他有価証券評価差額金 千円126

その他 千円572

繰延税金資産の小計 千円47,660

評価性引当額 千円△35,956

繰延税金資産の合計 千円11,704

(1）流動 

（2）固定 

（繰延税金資産）  

貸倒引当金 千円5,698

未払賞与 

たな卸資産  

千円

千円

1,702

46

 たな卸資産評価損 千円433

 未払社会保険料 千円225

繰延税金資産の小計 千円8,106

評価性引当額 千円△464

繰延税金資産の合計 千円7,641

（繰延税金負債）  

未収還付事業税 千円△48

繰延税金負債の合計 千円△48

繰延税金資産の純額 千円7,593

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 千円11,838

繰越欠損金 千円29,943

減損損失 千円4,185

資産除去債務 千円1,124

その他 千円543

繰延税金資産の小計 千円47,635

評価性引当額 千円△35,253

繰延税金資産の合計 千円12,381

（繰延税金負債）  

資産除去債務 千円△281

繰延税金負債の合計 千円△281

繰延税金資産の純額 千円12,100

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担額との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率  40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  5.9

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
 △5.2

住民税均等割  10.0

過年度法人税等  △7.1

評価性引当額  △7.8

その他  0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率  36.2
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前連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金調達については銀行借入による方針です。なお、デリバティブ取引は行っており

ません。  

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては与信管理規程に

従い、主な取引先の信用状況を毎年把握する体制としています。連結子会社についても、当社の与信管理

規程に準じて同様の管理を行っています。投資有価証券は、取引先企業との業務連携等に関連する株式で

あり、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、株式については、定期的に時

価を把握しモニタリングを行っております。 

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日です。 

短期借入金及び長期借入金は、設備投資に係るもので銀行借入による資金調達です。なお、金利は全て

固定金利であります。   

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年６月30日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており

ません（（注）２．参照）。  

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（1）現金及び預金、（2）売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 

（3）投資有価証券 

 これらの時価については、取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する

事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 

 （4）買掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）

投資有価証券」には含めておりません。 

（金融商品関係）

  
連結貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

（1）現金及び預金  449,219  449,219  －

（2）売掛金  302,114  302,114  －

（3）投資有価証券  767  767  －

（4) 買掛金   92,712    92,712    －

区分  連結貸借対照表計上額（千円）  

非上場株式  164,923
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 

  

当連結会計年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金調達については銀行借入による方針です。なお、デリバティブ取引は行っており

ません。  

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては与信管理規程に

従い、主な取引先の信用状況を毎年把握する体制としています。連結子会社についても、当社の与信管理

規程に準じて同様の管理を行っています。投資有価証券は、取引先企業との業務連携等に関連する株式で

あり、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、株式については、定期的に時

価を把握しモニタリングを行っております。 

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日です。 

短期借入金及び長期借入金は、設備投資に係るもので銀行借入による資金調達です。なお、金利は全て

固定金利であります。   

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成23年６月30日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており

ません（（注）２．参照）。  

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（1）現金及び預金、（2）売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 

（3）投資有価証券 

 これらの時価については、取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する

事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 

 （4）買掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

  
１年以内  

  (千円）  

１年超 
５年以内  
 （千円） 

５年超 
10年以内 
 (千円）  

10年超  
 (千円） 

現金及び預金  449,219  －  －  －

売掛金  302,114  －  －  －

合計  751,333  －  －  －

  
連結貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

（1）現金及び預金  400,936  400,936  －

（2）売掛金  295,427  295,427  －

（3）投資有価証券  762  762  －

（4) 買掛金   89,224    89,224    －
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）

投資有価証券」には含めておりません。 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

   ４.社債、新株予約権社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額  

区分  連結貸借対照表計上額（千円）  

非上場株式  149,770

  
１年以内  

  (千円）  

１年超 
５年以内  
 （千円） 

５年超 
10年以内 
 (千円）  

10年超  
 (千円） 

現金及び預金  400,936  －  －  －

売掛金  295,427  －  －  －

合計  696,363  －  －  －

   １年以内（千円）  １年超２年以内（千円） 

 社債 

 新株予約権社債 

 長期借入金 

 リース債務  

 ― 

 ― 

 11,704 

 ― 

 ― 

 ― 

 2,120 

 ― 

  合 計  11,704  2,120 
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前連結会計年度（平成22年６月30日現在） 

１．その他有価証券 

  

当連結会計年度（平成23年６月30日現在） 

１．その他有価証券 

   

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照表  
計上額（千円） 

取得価額（千円） 差額（千円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

(1)株式  －  －  －

(2)債券  －  －  －

(3)その他  －  －  －

小計  －  －  －

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式  767  1,080  △312

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  －  －  －

合計  767  1,080  △312

  種類 
連結貸借対照表  
計上額（千円） 

取得価額（千円） 差額（千円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

(1)株式  －  －  －

(2)債券  －  －  －

(3)その他  －  －  －

小計  －  －  －

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式  762  1,080  △318

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  －  －  －

合計  762  1,080  △318
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前連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  
  

前連結会計年度（自 平成21年7月1日 至 平成22年6月30日） 

該当事項はありません。 
  

当連結会計年度（自 平成22年7月1日 至 平成23年6月30日） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年7月1日 至 平成22年6月30日） 

該当事項はありません。 
  

当連結会計年度（自 平成22年7月1日 至 平成23年6月30日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度末（平成23年６月30日） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成21年7月1日 至 平成22年6月30日） 

該当事項はありません。 
  

当連結会計年度（自 平成22年7月1日 至 平成23年6月30日） 

該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

前連結会計年度 
（平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
（平成23年６月30日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、確定給付型の制度として退職一時金

制度を設けております。  

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、確定給付型の制度として退職一時金

制度を設けております。  

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 千円27,256

① 年金資産 千円－

② 退職給付引当金 千円27,256

退職給付債務 千円29,274

① 年金資産 千円－

② 退職給付引当金 千円29,274

（注）当社グループは退職給付債務の算定方法として簡

便法を採用しております。  

（注）当社グループは退職給付債務の算定方法として簡

便法を採用しております。  

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

退職給付費用 千円4,832

① 勤務費用 千円4,832

② 臨時に支払った割増退職金等 千円－

退職給付費用 千円4,419

① 勤務費用 千円4,419

② 臨時に支払った割増退職金等 千円－

（注）当社グループは退職給付債務の算定方法として簡

便法を採用しております。  

（注）当社グループは退職給付債務の算定方法として簡

便法を採用しております。  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当社グループは、退職給付債務の算定方法として簡便

法を採用しているため該当事項はありません。  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当社グループは、退職給付債務の算定方法として簡便

法を採用しているため該当事項はありません。  

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
         （自 平成21年７月１日 

         至 平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
         （自 平成22年７月１日 

         至 平成23年６月30日） 

１株当たり純資産額 円 銭144,390 72 １株当たり純資産額 円 銭139,103 74

１株当たり当期純利益金額 円 銭6,014 61 １株当たり当期純利益金額 円 銭1,213 46

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

当期純利益（千円）  45,831  9,246

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  45,831  9,246

期中平均株式数（株）  7,620  7,620

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年６月30日) 

当事業年度 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 430,469 377,403

売掛金 299,276 290,850

たな卸資産 ※1  75,843 ※1  61,040

前払費用 5,664 5,544

繰延税金資産 11,672 7,593

未収還付法人税等 － 5,653

その他 3,655 4,005

貸倒引当金 △16,858 △15,286

流動資産合計 809,724 736,805

固定資産   

有形固定資産   

建物 440,939 445,476

減価償却累計額 △285,188 △292,930

建物（純額） 155,751 152,545

構築物 47,772 38,326

減価償却累計額 △36,278 △32,853

構築物（純額） 11,493 5,473

機械及び装置 184,905 185,312

減価償却累計額 △118,983 △124,803

機械及び装置（純額） 65,921 60,508

車両運搬具 33,091 39,317

減価償却累計額 △24,507 △30,623

車両運搬具（純額） 8,583 8,693

工具、器具及び備品 47,829 44,869

減価償却累計額 △44,299 △42,377

工具、器具及び備品（純額） 3,530 2,491

土地 79,291 79,291

有形固定資産合計 324,571 309,004

無形固定資産   

商標権 234 205

ソフトウエア － 2,826

電話加入権 1,481 1,481

無形固定資産合計 1,715 4,513

投資その他の資産   

投資有価証券 165,690 150,532

出資金 116 116

長期貸付金 1,780 890

関係会社長期貸付金 44,790 62,286

破産更生債権等 － 380

長期前払費用 586 306

繰延税金資産 11,704 12,100

保険積立金 3,166 3,417

敷金及び保証金 19,212 18,821

36

株式会社ホーブ（1382）　平成23年６月期決算短信



（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年６月30日) 

当事業年度 
(平成23年６月30日) 

貸倒引当金 △44,874 △46,567

投資その他の資産合計 202,172 202,282

固定資産合計 528,460 515,800

資産合計 1,338,184 1,252,606

負債の部   

流動負債   

買掛金 88,698 84,529

未払金 64,141 61,828

未払費用 9,240 8,234

未払法人税等 30,574 －

未払消費税等 7,115 2,346

前受金 840 －

預り金 4,593 4,181

その他 28 －

流動負債合計 205,232 161,121

固定負債   

退職給付引当金 27,256 29,274

資産除去債務 － 2,241

固定負債合計 27,256 31,515

負債合計 232,488 192,636

純資産の部   

株主資本   

資本金 421,250 421,250

資本剰余金   

資本準備金 432,250 432,250

資本剰余金合計 432,250 432,250

利益剰余金   

利益準備金 5,000 5,000

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 247,382 201,659

利益剰余金合計 252,382 206,659

株主資本合計 1,105,882 1,060,159

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △186 △189

評価・換算差額等合計 △186 △189

純資産合計 1,105,696 1,059,969

負債純資産合計 1,338,184 1,252,606
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年６月30日) 

売上高   

仕入販売事業売上高 3,723,343 3,667,532

種苗生産販売事業売上高 95,453 83,084

売上高合計 3,818,797 3,750,616

売上原価   

仕入販売事業売上原価 2,882,011 2,902,177

種苗生産販売事業売上原価 58,650 49,263

売上原価合計 2,940,662 2,951,440

売上総利益 878,135 799,176

販売費及び一般管理費   

運搬費 220,901 243,855

貸倒引当金繰入額 2,145 －

役員報酬 101,332 96,930

給料及び手当 127,794 125,414

雑給 50,960 56,495

賞与 18,765 17,028

法定福利費 26,956 28,462

退職給付費用 3,164 3,014

旅費及び交通費 26,998 24,950

減価償却費 14,234 14,368

地代家賃 39,288 41,480

研究開発費 ※1  43,053 ※1  25,947

支払手数料 28,235 26,704

その他 98,078 85,899

販売費及び一般管理費合計 801,909 790,550

営業利益 76,225 8,625

営業外収益   

受取利息 ※2  1,481 ※2  1,432

受取配当金 18 5,118

経営指導料 － ※2  4,182

債務未請求益 315 －

商品毀損補償受入益 587 －

助成金収入 600 －

法人税等還付加算金 978 －

差入保証金利息 704 －

その他 469 3,219

営業外収益合計 5,154 13,952
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年６月30日) 

営業外費用   

支払利息 53 81

貸倒引当金繰入額 1,428 1,353

営業外費用合計 1,481 1,435

経常利益 79,898 21,143

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 1,232

特別利益合計 － 1,232

特別損失   

固定資産除却損 ※3  32 ※3  474

投資有価証券売却損 － 6,553

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,381

特別損失合計 32 8,409

税引前当期純利益 79,866 13,966

法人税、住民税及び事業税 30,275 3,093

過年度法人税等 － 3,379

法人税等調整額 △1,679 3,686

法人税等合計 28,595 10,159

当期純利益 51,270 3,807
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１．仕入販売事業 

 （注） 

売上原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅰ 製品売上原価                                 

(1）労務費    23,698       69.2  20,810       69.7

(2）経費 ※１  10,572       30.8  9,044       30.3

当期総製造費用    34,270       100.0  29,855       100.0

期首仕掛品たな卸高    8,317            10,552           

他勘定振替高 ※２  △4,413            △1,786           

合計    47,001            42,195           

期末仕掛品たな卸高    10,552  36,449       8,000  34,195      

Ⅱ 商品売上原価                                 

(1）商品期首たな卸高    17,278            27,092           

(2）当期商品仕入高    2,855,376            2,861,559           

(3）他勘定受入高  ※３  ―            4,401           

合計    2,872,655            2,893,052           

(4）商品期末たな卸高    27,092  2,845,562       25,070  2,867,982      

Ⅲ 仕入販売事業売上原価         2,882,011            2,902,177      

前事業年度 
（自 平成21年７月１日至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日至 平成23年６月30日） 

※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 ※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

減価償却費 千円3,028

消耗品費 千円3,076

減価償却費 千円2,684

消耗品費 千円2,313

※２ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※２ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

研究開発費 千円721 研究開発費 千円1,833

苗生産販売事業製造原価からの

受入高 

千円△5,134 苗生産販売事業製造原価からの

受入高 

千円△3,620

※３         ―――― 

           

※３ 他勘定受入高の内訳は、次のとおりであります。 

有形固定資産           千円 4,401

４ 原価計算の方法 

原価計算の方法は、工程別総合原価計算を採用し

ております。 

４ 原価計算の方法 

原価計算の方法は、工程別総合原価計算を採用し

ております。 
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２．種苗生産販売事業 

 （注） 

  

    
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(1）材料費    675  1.3  271  0.6

(2）労務費    22,536  44.6  19,818  46.0

(3）経費 ※１  27,332  54.1  23,028  53.4

当期総製造費用    50,544  100.0  43,119  100.0

期首仕掛品たな卸高    43,487       31,967      

合計    94,031       75,086      

期末仕掛品たな卸高    31,967       22,950      

他勘定振替高 ※２  2,407       776      

当期製品製造原価    59,656       51,359      

製品期首たな卸高    4,552       2,189      

合計    64,209       53,549      

他勘定振替高 ※３  3,369       3,304      

製品期末たな卸高    2,189       981      

種苗生産販売事業売上
原価 

   58,650       49,263      

前事業年度 
（自 平成21年７月１日至 平成22年６月30日）  

当事業年度 
（自 平成22年７月１日至 平成23年６月30日）  

※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 ※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

減価償却費 千円7,528

水道光熱費 千円1,718

外注費 千円13,531

減価償却費 千円6,632

水道光熱費 千円1,783

外注費 千円9,629

※２ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※２ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

製品から製造費用への戻入 千円△2,727

いちご果実製造原価への振替高 千円5,134

製品から製造費用への戻入 千円△2,920

いちご果実製造原価への振替高 千円3,620

研究開発費 千円76

※３ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※３ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

製品から製造費用への払出 千円2,727

研究開発費 千円629

その他 千円13

製品から製造費用への払出 千円2,920

研究開発費 千円384

４ 原価計算の方法 

原価計算の方法は、工程別総合原価計算を採用し

ております。 

４ 原価計算の方法 

原価計算の方法は、工程別総合原価計算を採用し

ております。 
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 421,250 421,250

当期末残高 421,250 421,250

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 432,250 432,250

当期末残高 432,250 432,250

資本剰余金合計   

前期末残高 432,250 432,250

当期末残高 432,250 432,250

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 5,000 5,000

当期末残高 5,000 5,000

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 245,642 247,382

当期変動額   

剰余金の配当 △49,530 △49,530

当期純利益 51,270 3,807

当期変動額合計 1,740 △45,722

当期末残高 247,382 201,659

利益剰余金合計   

前期末残高 250,642 252,382

当期変動額   

剰余金の配当 △49,530 △49,530

当期純利益 51,270 3,807

当期変動額合計 1,740 △45,722

当期末残高 252,382 206,659

株主資本合計   

前期末残高 1,104,142 1,105,882

当期変動額   

剰余金の配当 △49,530 △49,530

当期純利益 51,270 3,807

当期変動額合計 1,740 △45,722

当期末残高 1,105,882 1,060,159
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年６月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 16 △186

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △202 △3

当期変動額合計 △202 △3

当期末残高 △186 △189

評価・換算差額等合計   

前期末残高 16 △186

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △202 △3

当期変動額合計 △202 △3

当期末残高 △186 △189

純資産合計   

前期末残高 1,104,158 1,105,696

当期変動額   

剰余金の配当 △49,530 △49,530

当期純利益 51,270 3,807

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △202 △3

当期変動額合計 1,537 △45,726

当期末残高 1,105,696 1,059,969
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 該当事項はありません。 

  

  

（4）継続企業の前提に関する注記

（5）重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(1）商品 

個別法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定） 

(1）商品 

同左  

  (2）製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 

   移動平均法による原価法   

   （貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定） 

(2）製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

①平成19年３月31日以前に取得したもの 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

①平成19年３月31日以前に取得したもの 

同左 

  ②平成19年４月１以降に取得したもの 

 法人税法に規定する定率法を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

②平成19年４月１以降に取得したもの 

同左 

   建物         ５～38年 

 機械及び装置     ３～35年 

  

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

４ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期

末自己都合退職金要支給額の100％を

計上しております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

５ その他財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

消費税等の処理方法 

同左 

（6）会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

――――――  （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ163千

円、税引前当期純利益は1,544千円減少しております。

（7）表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

（損益計算書） （損益計算書） 

１. 前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「差入保証金利息」は、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度における「差入保証金利息」の金

額は994千円であります。 

２. 前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「助成金収入」は、営業外収益の総

額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度における「助成金収入」の金額は

600千円であります。 

――――――  

  

  

  

――――――  

１. 前事業年度まで区分掲記しておりました「商品毀損

補償受入益」（当事業年度は 千円）は、営業外収益

の総額の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示することにしました。 

  

２. 前事業年度まで区分掲記しておりました「債務未請

求益」（当事業年度は 千円）は、営業外収益の総

額の100分の10以下となったため、営業外収益の「その

他」に含めて表示することにしました。 

  

３. 前事業年度まで区分掲記しておりました「差入保証

金利息」（当事業年度は 千円）は、営業外収益の総

額の100分の10以下となったため、営業外収益の「その

他」に含めて表示することにしました。 

４. 前事業年度まで区分掲記しておりました「法人税等

還付加算金」（当事業年度は３千円）は、営業外収益

の総額の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示することにしました。 

209

1,111

525
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（8）個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年６月30日） 

当事業年度 
（平成23年６月30日） 

※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

商品及び製品 千円29,281

仕掛品 千円42,520

原材料及び貯蔵品 千円4,041

※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

商品及び製品 千円26,051

仕掛品 千円30,950

原材料及び貯蔵品 千円4,038

 ２  当社は、運転資金の効率的な調達を行うために取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これら

契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 ２  当社は、運転資金の効率的な調達を行うために取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これら

契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額 千円1,330,000

期末借入実行残高 千円－

期末借入未実行残高 千円1,330,000

当座貸越極度額 千円1,330,000

期末借入実行残高 千円－

期末借入未実行残高 千円1,330,000

 ３         ―――― 

  

  ３ 関係会社に対する資産及び負債 

    関係会社に対する負債の合計額が、負債及び純資産

の合計額の100分の１を超えており、その金額は

12,793千円であります。 

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

※１ 研究開発費の総額 ※１ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 千円43,053 一般管理費に含まれる研究開発費 千円25,947

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

関係会社よりの受取利息 千円1,281 関係会社よりの受取利息 千円1,258

関係会社への経営指導料 千円4,182

※３ 固定資産除却損の内容 ※３ 固定資産除却損の内容 

機械及び装置 千円32 構築物 千円375

機械及び装置 千円15

工具、器具及び備品 千円84
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前事業年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

当事業年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前期末株式数 

（株） 
当期増加株式数

（株） 
当期減少株式数

（株） 
当期末株式数 

（株） 

普通株式  －  －  －  －

合計  －  －  －  －

  
前期末株式数 

（株） 
当期増加株式数（株） 当期減少株式数（株） 

当期末株式数 
（株） 

普通株式  －  －  －  －

合計  －  －  －  －

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引  

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両運搬具  7,260  5,992  1,268

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両運搬具  3,360  3,024  336

 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 千円932

１年超 千円336

合計 千円1,268

１年内 千円336

１年超 千円－

合計 千円336

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 千円1,452

減価償却費相当額 千円1,452

支払リース料 千円932

減価償却費相当額 千円932

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

           同左 
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前事業年度（平成22年６月30日現在） 

子会社株式（貸借対照表計上額０千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから記載しておりません。なお、関連会社株式は保有しておりません。 

  

当事業年度（平成23年６月30日現在） 

子会社株式（貸借対照表計上額０千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから記載しておりません。なお、関連会社株式は保有しておりません。 

（有価証券関係）
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成22年６月30日） 

当事業年度 
（平成23年６月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

(1）流動 (1）流動 

(2）固定 

（繰延税金資産）  

貸倒引当金 千円6,850

未払事業税 千円2,756

未払賞与 

たな卸資産  

千円

千円

1,979

195

 たな卸資産評価損 千円741

 未払社会保険料 千円257

繰延税金資産の小計 千円12,780

評価性引当額 千円△1,107

繰延税金資産の合計 千円11,672

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 千円11,019

貸倒引当金 千円18,108

関係会社株式評価損  千円16,176

その他有価証券評価差額金  千円126

その他 千円554

繰延税金資産の小計 千円45,985

評価性引当額 千円△34,280

繰延税金資産の合計 千円11,704

(2）固定 

（繰延税金資産）  

貸倒引当金 千円5,706

未払賞与 

たな卸資産  

千円

千円

1,702
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 たな卸資産評価損 千円433

 未払社会保険料 千円225

繰延税金資産の小計 千円8,114

評価性引当額 千円△472

繰延税金資産の合計 千円7,641

（繰延税金負債）  

未収還付事業税 千円△48

繰延税金資産の合計 千円△48

繰延税金資産の純額 千円7,593

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 千円11,838

貸倒引当金 千円18,652

関係会社株式評価損  千円16,176

資産除去債務  千円906

その他 千円543

繰延税金資産の小計 千円48,116

評価性引当額 千円△35,735

繰延税金資産の合計 千円12,381

（繰延税金負債）  

資産除去債務 千円△281

繰延税金資産の合計 千円△281

繰延税金資産の純額 千円12,100

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率  40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  1.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △2.0

住民税均等割  1.6

過年度法人税等  △4.3

評価性引当額  △0.8

その他  △0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率  35.8

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率  40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  8.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △7.4

住民税均等割  11.4

過年度法人税等  △10.1

評価性引当額  5.8

その他  0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率  48.5
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前事業年度（自 平成21年7月1日 至 平成22年6月30日） 

該当事項はありません。 
  

当事業年度（自 平成22年7月1日 至 平成23年6月30日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度末（平成23年６月30日） 

   重要性が乏しいため、記載を省略しております。  

  

  

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成22年７月１日 至 平成23年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

（企業結合等）

（資産除去債務関係）

（１株当たり情報）

前事業年度 
         （自 平成21年７月１日 

         至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
         （自 平成22年７月１日 

         至 平成23年６月30日） 

１株当たり純資産額 円 銭145,104 49 １株当たり純資産額 円 銭139,103 67

１株当たり当期純利益金額 円 銭6,728 38 １株当たり当期純利益金額 円 銭499 62

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 

当期純利益（千円）  51,270  3,807

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  51,270  3,807

期中平均株式数（株）  7,620  7,620

（重要な後発事象）
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(1）役員の異動 

①代表取締役の異動 

 該当事項はありません。 

②その他の役員の異動  

 該当事項はありません。  

(2）生産、受注及び販売の状況 

① 生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は当期製品製造原価によっております。 

２ 全社の記載額は、新品種の開発及び栽培方法の研究のため研究圃場を有しており、研究開発段階

で生産されたいちご果実を販売しているための製品製造原価であります。   

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

② 仕入実績 

当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

③ 受注実績 

当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

６．その他

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日 

前年同期比（％） 

種苗生産販売事業 （千円）  51,359  86.1

全社 （千円）  34,195  93.8

合計（千円）  85,555  89.0

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日 

前年同期比（％） 

仕入販売事業 （千円）  2,850,693  100.3

合計（千円）  2,850,693  100.3
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④ 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割

合は次のとおりであります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日 

前年同期比（％） 

仕入販売事業 （千円）  3,667,532  98.5

種苗生産販売事業 （千円）  83,084  87.0

運送事業 （千円）  54,916  131.5

合計（千円）  3,805,533  98.6

相手先 

前連結会計年度 
自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日 

当連結会計年度 
自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社シャトレーゼ  316,985  8.2  434,019  11.4

株式会社スイートガーデン  471,574  12.2  396,234  10.4
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